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1-4

対象となる法領域①：エンタテインメント契約

エンタテインメント法の対象領域として冒頭で挙げるべきは、エンタテイ

ンメントをめぐる各種の契約実務だろう。一言で要約してしまうなら、エン

タメ・ビジネスと呼ばれる世界では、離合集散する極めて多様なプレーヤー

たちの間の、定型・不定型など無数のバリエーションの、文書・口頭・暗黙

での契約合意（および合意とは呼べない何らかの了解や空気）によってすべて

が動いている。1-3の表 1-3-1 ではこの無数の契約の広がりを、強引にい

くつかのタイプに分けてみたが、以下でそれらを詳しく見てみよう。

1 ライセンス契約

第 1 の「ライセンス契約」は、おそらく全エンタテインメント分野を通

じて最頻出の契約タイプだろう。つまり、〈既存の作品や情報を利用する許

可に関する合意〉である。記載した通り、書籍の出版契約（▶▶ 171 頁「出

版権設定契約」ほか）もライセンスなら、後述するハリウッドとの映画化契

約もライセンスである。また、JASRAC（日本音楽著作権協会）から曲の利用

許可を得ることは、多くの担当者は「手続」程度に考えているだろうが、立

派な著作物の利用許可でありライセンスである。よって、同協会は許諾条件

を公表しており、利用申請をする者はこの契約条件に従ったライセンスを取

得する（▶▶ 151 頁「JASRAC処理の実際」）。

作品をそのままの形で利用するだけでなく、マンガに基づくアニメや小説

に基づく TVドラマなど、今はエンタメ・ビジネスにとって大本流と化した

“原作もの”では、広く「原作使用契約」と呼ばれるライセンス契約が交わ

される（▶▶ 29 頁「オリジナル／摸倣、原作もの、著作権炎上」）。

こうした原作使用契約で最もタフな交渉となるのは、おそらく日本のマン

ガや小説・映画などをハリウッドや配信プラットフォームがリメイクする際

の映画化の契約だろう。これはしばしば数十ページかそれ以上に及ぶ長大な

英文契約と付属文書の形をとり、相手方の用意する契約書案は極めて先方有

利に組み上がっていることが一般的だ（▶▶ 98 頁「海外ライセンス契約」）。日
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本の原作者が相手方に付与する権利は単に映画を一本制作する許可ではなく、

広く映像作品、さらにはゲーム化・商品化・関連出版や舞台化などを含む複

合的な独占権であり、その期間は半永久、地域は全世界である。こうなると

事はライセンス（許可）を超えて、著作権自体の譲渡と実質的にはあまり変

わらなくなるし、実際に著作権譲渡の形をとるものもある。日本国内の映画

化ライセンスの発想で気楽にサインなどすれば、大変な損失を蒙ることもあ

りうるので、交渉には十分な知識とリソースを注ぎ込む必要がある。

2 業務に関する契約

第 2 に「業務に関する契約」が挙がる。代表例は舞台・映像などへの出

演契約だ。また、技術スタッフへの委託契約もここに入る。当事者は個人に

限らないので、ダンスカンパニーやオーケストラへの公演の委託契約も含ま

れる。この分野でタフな交渉の代表格は「国際ツアー契約」（▶▶ 210 頁「招

聘（公演委託）契約」ほか）だ。たとえばブロードウェイ・ミュージカルのツ

アー公演やヨーロッパの歌劇場の来日公演などは、多いときで 100 名以上

が資材とともに一気に日本に移動し、初めての劇場で短期間で公演を準備し

実行し、ことによると国内を巡回し、その収益を日本側の主催者と分け合う。

初日の開幕は、1日はおろか 1時間遅れても致命傷（チケットの全額リファン

ド）となりかねない。契約書は時に 100 頁にも及ぶ長大なもので、来日キ

ャンセル・各種トラブルの責任と損失分担を筆頭に、エンタテインメント界

でも最も高リスクの文書のひとつである。当然ながら、相手から提示される

ドラフトは「一方的」の代名詞のような内容であることが多い。

ライブイベントはまさに「生もの」であり、天候や出演者の心身の状態に

大きく左右されるなど、国内の大規模コンサートであれ小規模なダンス公演

であれリスクが大きい点では変わらない。

3 作品／情報の委嘱の契約

第 3 の「新たな作品／情報の委嘱の契約」としてまとめたのは、文字通

り作品や素材を制作することを他者に発注するための契約である。新曲や美

術作品の委嘱、広告やウェブ制作の発注などこのジャンルの契約も多い。代

表格としては映画の制作委託契約が挙げられるだろう。同じ「委託契約」と

いう言葉が登場したことから、第 2 の「業務の契約」と同じではないかと
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いう気もする。実際、両者は一体にまとめてもよいのだが、違いを挙げると

すれば、ここでは業務をおこなう個人・団体より、制作され納品される作品

の方が主役だという点だろう。

出演契約や公演委託契約では、「いつ・どこで・誰が・何を」が重要であ

る。前述した通り、1日遅れで出演アーティストが到着しても通常ほとんど

意味はないし、逆に、その時その場でその人物が予定のパフォーマンスをし

てさえいれば、出来は多少良かろうが悪かろうが契約違反という話にはなり

にくい（もちろん、少しでも良くするために一同全力を挙げるのだが）。他方、

映画の制作の場合、一定の原作に基づき指定されたキャストを含む、指定さ

れた尺その他の仕様を満たす映像作品が約束の期限までに納められることが

最も重要で、そのためにどこで誰が作業したか、途中何日徹夜したかは（こ

れまた当然がんばるわけだが）必ずしも問われない。ここでの要素は「納期と

仕様」なのである。その意味で、第 2 の「業務の契約」は民法上の「準委

任」や「雇用」と親和性が高く、第 3 の「委嘱の契約」は「請負」と親和

性が高いとはいえるだろう。

ただし、これはあくまで親和性の話だ。エンタテインメント契約の中には、

民法上の 13 の典型契約にそのままきれいに収まるものは少ないと思った方

がいいし、逆に法律家が登場して現場の契約を「典型契約のこれである」と

無理やり規定して、それに従った運用を厳格に指導することには要注意だろ

う。たとえば、明らかに雇用契約であるものを対象に労働法からの逸脱につ

いて注意喚起することは極めて正しいが、「実態が明らかに複合的・非典型

的な合意」を強引に特定の契約モデルに押し込めて解釈しようとするのは、

契約自由の否定になりかねない。1で挙げたライセンス契約は「賃貸借類

似」とよく言われるが、有体物を対象とする賃貸借とは、無体の情報財を対

象とする時点でまったく同じわけはないし、たいていは極めて多様な付帯合

意を伴うものだ。

4 共同でおこなう事業の契約

第 4 は「共同でおこなう事業の契約」とした。これも一概にほかのタイ

プと分けられるものではないが、対向的というよりは同じ方向を向いて共に

業務や責任を分担し、収益を分かち合うタイプが念頭に置かれる。共同性は

ある意味でエンタメ・ビジネスの本質であり、このタイプの契約はあらゆる
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ジャンルで（そしてジャンル横断でも）よく見られる。

典型例は、映像分野での製作委員会契約だろう。日本映画では、いわゆる

メジャー配給の作品の 90 数％までは複数の事業者による共同製作の形をと

り、これを製作委員会契約という（▶▶ 83 頁「製作委員会契約とは」）。ライブ

イベントの分野での共催契約も、この典型だ。そこでは複数の事業者はイベ

ントの「主催」（または「共催」）として名を連ね、（「名義主催」という固有の

慣行の場合を除けば）イベントに要する経費を共同で出資し、制作・進行・

営業・宣伝などの業務を分担し、通常はその出資割合に応じて、興行上の収

益を分け合い損失が生ずれば負担する（▶▶ 205 頁「舞台作品を制作し、上演

するための契約」）。その実態は民法上の組合契約であることが多いだろうが、

前述の通り、現場では様々な変容を受けている。

5 資金の調達のための契約

第 5 は「資金の調達のための契約」であり、業務の分担などは基本的に

なく、単に一方が他方に資金を提供する場合を意図している。このタイプは

大きく「ローン」「出資」「スポンサー」「助成」に分けることができるだろ

う。

｢ローン」はいうまでもなく元本弁済が約束された資金であって、銀行と

の消費貸借契約などが典型例である。

｢出資」は逆に生じた収益に応じて配当を受けられる、元本の保証されな

い資金提供である。「映画ファンド」と呼ばれるものはこの典型であり、広

くいえば製作委員会契約のメンバーにも、単なる出資者に限りなく近い存在

もある（金商法の適用場面となる。▶▶ 86 頁「他の映画ファンドの態様、金商

法」）。匿名組合、日本版 LLC（合同会社）、日本版 LLP（有限責任事業組合）な

ど理論上は他の契約タイプもあるが、実は日本エンタメ界の資金調達手段の

大半は、（単なる借入を除けば）共同事業の形であり、設立や清算の手続が煩

雑と考えられているためか、LLC や LLP の活用例は本稿執筆時点では決し

て多くない。

｢スポンサー」は文字通りで、ある事業に純然と資金を提供し返済や配当

は求めないタイプの取り決めである。それでも営利事業の一環としておこな

われる以上見返りは存在しており、通常は広告効果が目的である。番組スポ

ンサーなどはその典型例で、番組前後でのクレジットや特定の CM枠がス
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ポンサー料の見返りとして与えられるだろう。そこまで大規模でなくとも、

たとえば事業名称にスポンサー企業名を冠したり（冠スポンサー）、宣伝広告

物にクレジットが表記されたり、当日の招待券や各種の記念グッズの提供

（逆にスポンサー企業側での提携グッズの製作権）など、実に様々な「スポンサ

ー・ベネフィット」が提供される。オリンピックやワールドカップの公式ス

ポンサーを筆頭として、それはエンタメ・ビジネスの巨大な一翼であり、こ

の部分で中心的な役割を果たすのが大小の広告代理店である。

｢助成」の果たす役割も、非営利セクターを中心に拡大を続けている。こ

ちらはほぼ一切の見返りなく、当該事業の文化的その他の価値に注目して支

援のために提供される資金であり、その中心的役割を担うのは政府・自治

体・各種の助成財団（国際交流基金・セゾン文化財団・日本財団など）である

（▶▶ 57 頁「芸術振興・支援に関わる法制度」）。イベント・美術・映像から出

版・スポーツに至るまで、こうした助成金の果たす役割は限りなく大きい。

見返りがない代わりに、助成を受ける側は資金使途の明瞭化とともに、一定

の芸術上・文化上の成果の説明責任を求められる。

｢協賛」「後援」などの用語もエンタメ・ビジネスでは頻出の概念だ。前者

は資金の提供者に用いられることが多いクレジットで、スポンサー的な資金

から助成的な資金まで、かなり幅広く用いられる。後者は資金以外の協力

（会場の低廉な提供や移動・輸送手段の提供など）者に用いられることの多いク

レジットである。ただ、両者とも、単にイベントの趣旨に賛同しているだけ

の存在に対してもしばしば用いられる。

6 その他の契約

その他、実に多様な契約がエンタメ・ビジネスには存在しており、各章で

紹介していきたい。それらは、様々なジャンルにまたがり名称も様々である。

とはいえ、同じタイプである以上、実は共通する条文や注意点は少なくない。

つまり、たとえばあるタイプのライセンス契約に精通すれば、他の分野でも

応用が利く。本書の各章でも各ジャンルでの典型的な契約について解説が続

くが、そのうち同じタイプの契約（あるいは同じ契約要素）については、多

かれ少なかれ他の分野の契約にも応用できるという視点で読んでいただくと

よいかもしれない。

また、その前提として、「自分が現在起案（ドラフト）している、あるい
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